
第15回定時株主総会招集ご通知に添付すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び
計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款に基づき、書面交付請求をいただ
いた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面)への記載を省略しておりま
す。なお、本株主総会に関しましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主のみなさま
に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律にお送りしておりま
す。インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載することにより株主のみなさまに提供
しております。
【当社ウェブサイト】
https://www.solasia.co.jp/
（メニューより「IR情報」「株主総会」を順に選択して表示されるページよりご確認くだ
さい。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/4597/teiji/
【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ソレイジア・
ファーマ」又は「コード」に当社証券コード「4597」を入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」
欄よりご確認ください。

第15回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2022年１月１日～2022年12月31日）

ソレイジア・ファーマ株式会社



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結計算書類の作成基準
連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以

下「IFRS」という。）に準拠して作成しています。なお、本連結計算書類は同項後
段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しています。

⑵　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
①連結子会社の状況

連結子会社の数：１社
会社名：Solasia Medical Information Consulting (Shanghai) Co. Ltd.
子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

②持分法を適用した関連会社の状況
持分法適用の関連会社の数：１社
会社名：㈱Hikari Q Health
持分法の適用の範囲の変更：当連結会計年度中に当社が㈱Hikari Q Health株式
を新たに取得したことにより、持分法適用の関連会社に含めております。

⑶　会計方針に関する事項
①　無形資産（のれんを除く）の評価基準及び評価方法

無形資産は、原価モデルを適用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計
額を控除した価額で計上することとしています。取得原価には、資産の取得に直
接関連する費用を含めています。

研究活動のための支出は発生時に費用として認識しています。
開発段階で発生した支出は自己創設無形資産として認識するための基準がすべ

て満たされた場合に限り資産として認識しています。また、自己創設無形資産の
当初認識額は、基準が満たされた後に発生した費用の合計です。

耐用年数を確定できる無形資産は、それらが使用可能となった時点からそれぞ
れの見積耐用年数にわたり、定額法で償却することとしています。

製品関連無形資産の見積耐用年数は、契約年数及び特許期間等を基礎として決
定しています。

なお、償却方法、残存価額及び残余耐用年数は毎年見直し、必要に応じて調整
しています。

②　金融商品の評価基準及び評価方法
イ　金融資産
（ⅰ）当初認識及び測定

金融資産のうち、営業債権及びその他の債権は、これらの発生日に当初認
識しています。その他のすべての金融資産は、当社が当該金融資産の所有者
となる取引日に当初認識しています。

金融資産は、当初認識時に、償却原価で測定する金融資産と公正価値で測
定する金融資産に分類しています。

金融資産は、次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する
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金融資産に分類し、それ以外の場合には公正価値で測定する金融資産へ分類
しています。
⒜ 契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目

的とする事業モデルに基づいて、資産が保有されている。
⒝ 金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみ

であるキャッシュ・フローが特定の日に生じる。
公正価値で測定する金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定しなけれ

ばならない売買目的で保有する資本性金融商品を除き、資本性金融商品ごと
に、純損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正
価値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用しています。純損益を
通じて公正価値で測定される場合を除き、当初認識時の金融資産の金額は公
正価値に取引費用を加算して測定しています。

（ⅱ）事後測定
金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のとおり測定してい

ます。
償却原価で測定する金融資産は、実効金利法による償却原価で測定してい

ます。
公正価値で測定する金融資産は、公正価値の変動額を純損益にて認識して

います。但し、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じて公正価値
で測定すると指定したものは、公正価値の変動額はその他の包括利益にて認
識しています。この投資にかかる受取配当金は、その配当金が投資元本の払
い戻しであることが明らかな場合を除き、金融収益の一部として純損益で認
識しています。

（ⅲ）認識の中止
金融資産は、当該金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上

の権利が消滅した場合、又は当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値を
実質的にすべて移転する取引において、金融資産のキャッシュ・フローを受
け取る契約上の権利を移転する場合に、認識を中止しています。

ロ　金融資産の減損
償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金

を認識しています。
期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加し

ているかどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加し
ていない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識していま
す。一方で当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期
間の予想信用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しています。

信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報
のほか、合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報を考慮しています。

なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合に
は、当該金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増加していないと
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評価しています。
予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべきすべての契約上のキャ

ッシュ・フローと、企業が受け取ると見込んでいるすべてのキャッシュ・フロ
ーとの差額の現在価値として測定しています。金融資産の予想信用損失を、過
去における債務不履行の実績率等の合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報に
基づき見積もっています。

減損が認識された償却原価で測定する金融資産の帳簿価額は、貸倒引当金を
通じて減額し、減損損失を純損益にて認識しています。将来の回収を現実的に
見込めず、すべての担保が実現又は当社グループに移転された場合には、金融
資産の帳簿価額から減損損失を直接減額しています。減損認識後に生じた事象
により、減損損失が減少する場合は、減損損失の減少額は貸倒引当金を通じて
純損益にて戻し入れています。

ハ　金融負債
（ⅰ）当初認識及び測定

金融負債は、契約の当事者となる時点で当初認識し、当初認識時に、償却
原価で測定する金融負債と純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に分
類しています。すべての金融負債は公正価値で当初測定していますが、償却
原価で測定する金融負債は、直接帰属する取引費用を控除した金額で測定し
ています。

（ⅱ）事後測定
金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のとおり測定してい

ます。
償却原価で測定する金融負債は、実効金利法による償却原価で測定してい

ます。実効金利法による償却及び認識を中止した場合の利益及び損失は、純
損益にて認識しています。

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、公正価値で測定していま
す。

（ⅲ）認識の中止
金融負債は、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効になった

場合に認識を中止しています。
③　収益

IFRS第９号「金融商品」に基づく利息等を除く顧客との契約について、以下の
ステップを適用することにより、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

イ　物品の販売
物品の販売による収益は、物品の引渡時点において顧客が当該物品に対する
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支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断されており、通常、物
品が顧客に引き渡された時点で認識しています。

値引、割引、割戻及び返品の見積額は、基礎となる収益を認識した期間にお
いて収益の減額として認識しており、重大な戻入れが生じない可能性が非常に
高い範囲でのみ収益を認識しています。

ロ　ライセンス収入
ライセンス契約から生じる収益は、対象となるライセンス契約の条件が達成

された時点で収益を認識しています。
④　外貨換算の換算基準

外貨建取引は、取引日の為替レートにより機能通貨に換算しています。外貨建
貨幣性資産及び負債は期末日の為替レートにより機能通貨に換算し、当該換算及
び決済により生じる換算差額は、純損益にて認識しています。

在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レート、収益及び費用は平均為
替レートにより表示通貨に換算しています。

⑤　使用権資産の減価償却方法
使用権資産はリース期間にわたって、定額法で減価償却しています。

2．会計上の見積りに関する注記
 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目

であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの
は以下のとおりです。

製品関連無形資産 1,570百万円
未だ使用可能でない製品関連無形資産については、償却は行わず、毎期又は減損の

兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施し、回収可能性を評価していま
す。また、使用可能である製品関連無形資産については、各報告期間の末日現在に、
減損している可能性を示す兆候があるか否かを評価し、減損の兆候がある場合には、
減損テストを実施し、回収可能性を評価しています。

回収可能性の評価においては、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高
い方を回収可能価額とし、この回収可能価額と帳簿価額を比較して、回収可能価額が
帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その額を減損損失
として認識しています。

回収可能価額を使用価値として算定する場合、使用価値の算定に使用される製品化
の可否の判断には高い不確実性が存在します。また、使用価値の算定の基礎となる将
来キャッシュ・フローは、当社グループの事業計画を基礎として見積られています
が、主に販売価格およびマーケットシェアの拡大の見込みには高い不確実性が存在し
ます。

予測不能な前提条件の変化などが、使用価値の算定に重要な影響を及ぼし、製品関
連無形資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 40百万円

当連結会計年度
（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
製 品 関 連 無 形 資 産

合 計
自己創設無形資産 そ の 他

取得原価
１月１日の残高 1,805 2,518 4,323
取得 － 401 401
開発による増加 － － －
12月31日の残高 1,805 2,919 4,725

償却累計額及び減損
損失累計額

１月１日の残高 1,045 1,199 2,244
償却費 317 162 480
減損損失 128 302 431
12月31日の残高 1,490 1,664 3,155

帳簿価額
１月１日の残高 760 1,318 2,079
12月31日の残高 314 1,255 1,570

３．連結財政状態計算書に関する注記

⑵　無形資産
無形資産の取得原価、償却累計額の増減及び帳簿価額は次のとおりです。

（単位：百万円）

（注）製品関連無形資産の「その他」のうち、主なものはライセンス導入契約に係る一
時金等の支出です。製品関連無形資産の償却期間は５～12年です。
連結財政状態計算書に計上されている主な無形資産は、SP-02に関連する資産で

あり、当連結会計年度の帳簿価額は1,157百万円です。
当社グループは、無形資産について個別の資産ごとに減損の要否を検討していま

す。未だ使用可能でない製品関連無形資産は償却を行わず、毎年及び減損の兆候が
存在する場合にはその都度、減損テストを実施しています。

減損テストの結果、開発品SP-03及びSP-05の収益性が低下したため、当連結会
計年度において帳簿価額全額を減損しています。

回収可能価額は、最新の事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローを税引前
加重平均資本コストにより現在価値を割り引いて算出しています。

４．連結損益計算書に関する注記
当連結会計年度の販売費及び一般管理費には、当社の連結子会社であるSolasia 

Medical Information Consulting(Shanghai)Co.Ltd.が運営してきた自社販売体制
を解消したことによる人員削減に伴う経済補償金及び在庫品移管等にかかる事業構
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普通株式 168,402,310株

普通株式 14,688,499株

造改善費用として、一時費用311百万円が含まれております。

５．連結持分変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式数

⑵ 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く。）の目的となる株式の種類及び数

６．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、営業及び財務活動に伴い、信用リスク、為替変動リスク、市場
価格の変動リスク及び流動性リスクに晒されており、リスク管理方針に従いこれら
のリスクの低減を図っています。
①　信用リスク

営業債権及びその他の債権は、取引先の信用リスクに晒されています。当社グ
ループは、当該リスクに対して、社内ガイドラインに従い管理を行っています。

②　為替変動リスク
当社グループは、事業活動の一部を海外拠点において行っていることから、外

貨建ての取引は、為替変動リスクに晒されています。
③　市場価格の変動リスク

当社グループの資金運用は、短期的な預金等の安全性の高い金融資産に限定し
ているため、市場価格の変動リスクは限定的です。

④　流動性リスク
流動性リスクは、当社グループが、期限の到来した金融負債の返済義務を履行

できなくなるリスクです。当社グループは、継続的にキャッシュ・フローの計画
と実績をモニタリングすることで当該リスクを管理しています。

⑵ 金融商品の公正価値等に関する事項
①　公正価値の測定方法

公正価値の測定方法は次のとおりです。

償却原価で測定する金融資産のうち営業債権及びその他の債権
主として短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に近似しています。
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当連結会計年度
　（2022年12月31日）

帳簿価額 公正価値

52 52

⑴ １株当たり親会社所有者帰属持分 15円85銭
⑵ 基本的１株当たり当期損失 △16円77銭

償却原価で測定する金融資産のうち非流動資産
（単位：百万円）

将来キャッシュ・フローを現在の市場利子率で割り引いた現在価値等で算定し
ています。なお、公正価値のヒエラルキーはレベル２に該当します。

現金及び現金同等物
満期までの期間が短期であるため、帳簿価額は公正価値に近似しています。

償却原価で測定する金融負債
主として短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に近似しています。

②　公正価値のヒエラルキー
金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しています。
レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値
レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットにより測定された公正価値
レベル３：観察可能でないインプットを含む、評価技法を用いて測定された公正

価値

７．１株当たり情報に関する注記

(注) 株式給付信託に係る信託口が所有する当社株式は、自己株式として処理してお
り、上記１株当たり情報の算出において控除する自己株式に含めています。
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（単位：百万円）

当連結会計年度

(2022年12月31日）

種類別

　物品販売収入等 886

　ライセンス収入 205

　顧客との契約から生じる収益 1,092

　外部顧客への売上高 1,092

（単位：百万円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 86

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 542

８．売上収益に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基

本となる重要な事項　⑶会計方針に関する事項　③収益」に記載のとおりです。
⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロー

との関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年
度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①顧客との契約から生じた債権

②残存履行義務に配分した取引価格
　該当事項はありません。

９．その他の注記
（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の流行により、病院閉鎖や病院訪問制限等による営業担
当者マーケティング活動での影響、海外渡航制限による事業提携担当者の開発品権利
導出入協議への影響等による営業活動への制約を受けております。新型コロナウイル
ス感染症の流行は、現時点においても継続しており、これらの影響を合理的に見積る
ことは困難です。このような状況下、当社グループは、連結計算書類作成時に入手可
能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が今後も一定期間は続
くものと仮定し、固定資産の減損等の会計上の見積りを行っております。なお、本感
染症拡大の影響が長期化した場合、当社グループの業績及び財務状況に重要な影響を
与える可能性があります。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式及び関係会社出資金　　：移動平均法による原価法
②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　　　：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下による簿価切下げの方法により算出）

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産：定額法
主な耐用年数は以下のとおりです。
・建物　　　　　　　：８～２２年
・工具、器具及び備品：４～８年
リース資産：定額法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。
⑶　繰延資産の処理方法

株式交付費：発行時に全額費用として処理しています。
⑷　引当金の計上基準

  従業員株式給付引当金
当社及び当社子会社の従業員に対する当社株式等の給付に備えるため、当事業

年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しています。
⑸　収益及び費用の計上基準

当社は、以下の5ステップアプローチに基づき、顧客との契約から生じる収益を認
識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

①　物品の販売
物品の販売による収益は、物品の引渡時点において顧客が当該物品に対する支配

を獲得することから、履行義務が充足されると判断されており、通常、物品が顧客
に引き渡された時点で認識しています。

値引、割引、割戻及び返品の見積額は、基礎となる収益を認識した期間において
収益の減額として認識しており、重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲
でのみ収益を認識しています。

②　ライセンス収入
ライセンス契約から生じる収益は、対象となるライセンス契約の条件が達成され

た時点で収益を認識しています。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 23百万円

短期金銭債務 135百万円

営業取引による取引高
販売費及び一般管理費 701百万円

当期末における自己株式の種類及び株式数 普通株式436,210株

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又
はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る
と見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っておりますが、繰越利益剰余金期首残高に与える影響は
ありません。また、収益認識会計基準等の適用による損益に与える影響はありませ
ん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以

下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会
計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年
７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書
類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のあるものはありませ
ん。

4．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債務

5．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑵　事業構造改善費用
当 社 の 連 結 子 会 社 で あ る Solasia Medical Information 

Consulting（Shanghai）Co.Ltd.が運営してきた自社販売体制を解消したことに
よる人員削減に伴う経済補償金及び在庫品移管等にかかる費用です。

6．株主資本等変動計算書に関する注記

(注) 株式給付信託に係る信託口が所有する当社株式436,200株を含めています。
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繰延税金資産
長期前払費用 245百万円
未払金 65
従業員株式給付引当金 10
繰越欠損金 4,884
その他 8

繰延税金資産小計 5,214
評価性引当額 △5,214
繰延税金資産合計 －百万円
繰延税金負債
　資産除去債務に対応する除去費用 △２
繰延税金負債合計 △２
繰延税金負債純額 △２

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等
の 所 有
（ 被 所
有）割合

関連当事者との
関 係

取 引 の
内 容

取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

子 会 社

Solasia 
Medical 
Information 
Consulting 
(Shanghai) 
Co. Ltd.

所有
100％

中国での販売
活動を委託

中国での販売
活動を委託
（注）

701 未 払 金 135

主 要 株
主 の 子
会 社

ITOCHU 
Chemicals 
America 
Inc.

－ 製品の売上 製品の売上
（注） 183 売 掛 金 －

⑴　１株当たり純資産額 ６円12銭

7．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

8．関連当事者との取引に関する注記

(注)1.価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉 
の上で決定しています。

2.当社の主要株主であった伊藤忠商事株式会社は2022年９月９日付で、同社が保有

する当社株式の一部を譲渡したことにより主要株主でなくなった結果、ITOCHU 

Chemicals America Inc.は関連当事者に該当しないこととなっております。この

ため、取引金額は関連当事者であった期間の取引金額を、また、期末決済残高は

関連当事者に該当しなくなった時点の残高を記載しています。

9．１株当たり情報に関する注記
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⑵　１株当たり当期純損失 △13円72銭
(注) 株式給付信託に係る信託口が所有する当社株式は、自己株式として処理してお

り、上記１株当たり情報の算出において控除する自己株式に含めています。

10．その他の注記
（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の流行により、病院閉鎖や病院訪問制限等による営業担当
者マーケティング活動での影響、海外渡航制限による事業提携担当者の開発品権利導出
入協議への影響等による営業活動への制約を受けております。新型コロナウイルス感染
症の流行は、現時点においても継続しており、これらの影響を合理的に見積ることは困
難です。このような状況下、当社は、計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、新型
コロナウイルス感染症拡大による影響が今後も一定期間は続くものと仮定し、固定資産
の減損等の会計上の見積りを行っております。なお、本感染症拡大の影響が長期化した
場合、当社の業績及び財務状況に重要な影響を与える可能性があります。
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